
Ｐ－ １

政府筋動向

社）ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

兼子 邦彦

２０２２年 ６月２８日

（骨太の方針、デジタル田園都市
デジタル庁、ＤＡＤＣ等）



Ｐ－ ２

５．ＤＡＤＣの動向

２．骨太の方針２０２２

６．電子インボイスの動向

４．デジタル庁の動向

１．ＳＣＣＣリアルタイム
経営推進協議会

３．デジタル田園都市国家構想



１．ＳＣＣＣリアルタイム
経営推進協議会

Ｐ－ ３



一般社団法人
ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

（２０１９年７月発足）

Ｐ－ ４

＊６月１０日の総会で、３周年を迎えました。



Ｐ－ ５

サプライチェーン全体の資金循環速度（ＳＣＣＣ）



Ｐ－ ６



Ｐ－２８Ｐ－ ７



成長戦略フォローアップ
（閣議決定）

令和３年６月１８日

Ｐ－ ８



ＫＰＩ：「２０２０年までにＳＣＣＣを５％改善」

→ ＫＰＩ：「２０２３年までにＳＣＣＣを５％改善」

Ｐ－ ９



成長戦略会議開催の廃止

令和３年１０月１５日

Ｐ－１０



「成長戦略会議の開催について」の廃止について

令和３年10月15日
内閣総理大臣決裁

成長戦略会議の開催について（令和２年10月16日
内閣総理大臣決裁）は、廃止する。

Ｐ－１１



Ｐ－１２
成長戦略会議廃止に伴い活動が全てゼロクリア！



２．骨太の方針２０２２

Ｐ－１３



Ｐ－１４

令和４年６月７日

岸田政権の新なスタート！



Ｐ－１５

（５）デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資

我が国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸
福な生活の実現に寄与するデジタル社会の形成
に向け、デジタル庁を中心に、政府全体で、「デジ
タル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、デ
ジタル３原則を基本原則としつつ、行政のデジタ
ル化を着実に推進する。・・・・・・・・・・

関係する部分を抜粋



Ｐ－１６

３．デジタル田園都市
国家構想



令和４年６月７日

Ｐ－１７

デジタル田園都市国家構想基本方針

（閣議決定）



Ｐ－１８

「新しい資本主義」実現に向けた重要な柱



デジタル田園都市国家構想の成功の鍵

Ｐ－１９



デジタル田園都市を支えるデジタル共通基盤

Ｐ－２０



Ｐ－２１

③データ連携基盤の構築

＜関係する部分を抜粋＞

グローバル・サプライチェーンにおいて新たに対
応が必要となってくるデータの共有・連携を推進し
ていく。
地域の中小企業の経済活動に不可欠な契約か
ら決済にわたる取引や人口減少・少子高齢化等
の地域の社会課題解決のカギとなる・・・・・・

【産業領域】



Ｐ－２２

４．デジタル庁の動向



Ｐ－３４

（２０２１年９月１日～）

Ｐ－２３



Ｐ－３４Ｐ－２４



デジタル社会の実現に
向けた重点計画の実現

令和３年１２月２４日
閣議決定

Ｐ－２５



Ｐ－２６



Ｐ－２７

５．ＤＡＤＣの動向



Ｐ－２８



Ｐ－２９



第1回 契約・決済アーキテクチャ検討会 会議資料

https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pj_contract-
payment_news_20211013.html

第2回 契約・決済アーキテクチャ検討会 会議資料

https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pj_contract-
payment_news_20211224.html

Ｐ－３０

https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pj_contract-payment_news_20211013.html
https://www.ipa.go.jp/dadc/architecture/pj_contract-payment_news_20211224.html


Ｐ－３１



ＤＡＤＣアーキテクチャ

＜既存ＥＤＩ＞

対象：約３８０万社

・業界標準ＥＤＩ
・中小企業共通ＥＤＩ
・個別ＥＤＩ

対象：約数万社

ＺＥＤＩ

Peppol

・電話
・紙伝票

・FAX

・メール
（ＰＤＦ）
（Ｅｘｃｅｌ）

（小規模・零細企業）
デジタル化へ

Ａ

Ｂ
標準伝票等へ

標準伝票等から
デジタル化へ

Ｃ

ＤＡＤＣアーキテクチャ仕様

「ＱＲ標準伝票（Ｅｘｃｅｌ）」等

（目標：５割）

（残：５割）

（将来目標：３割）

（大規模・中堅企業）

＊ＱＲにより部分的に電子化が可能。

仕様

仕様

仕様

仕
様

（最終残
：２割）

第三者
利活用

仕様

「ＤＡＤＣアーキテクチャ構築と中小企業約３８０万社の対応（案）」

中小企業共通
ＥＤＩの普及

Ａ

Ｂ

Ａ：一部電子処理

Ｐ－３２



Ｐ－３３

６．電子インボイスの動向



Ｐ－３４

２０２３年１０月１日～（予定）



Ｐ－３５

デジタル

経理ソフトベンダーが集結！



Ｐ－３６



Ｐ－３７

電子インボイス「ＰＥＰＰＯＬ」の仕様が難航！



Ｐ－３８

ただ、電子インボイスの実施は、大企業
等に限られる！

そこで、「中部地区モデル」の登場！

電子インボイスの対応が出来ない中小企
業（約３８０万社）は、このままでは手作業
で税計算することになる。




